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本領域の論文・特許のデータについては以下をご参照ください
・ダッシュボード版 :https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2025-FR-02.html 
・PDF 版 :https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2025/FR/CRDS-FY2025-FR-03/CRDS-FY2025-FR-03_41E106.pdf 

1.	 研究開発領域の定義
本領域は、位置エネルギーを利用して生じる水の運動エネルギーを電力に変換する、水力発電に関する科

学、技術、研究開発を含む。河川などを利用した自流式のほか、余剰エネルギーを活用した揚水式も対象と
する。

2.	 本領域の意義
水力発電は、安定した供給を可能とする再生可能エネルギー源として、エネルギー安全保障や脱炭素化に

貢献する基幹電源である。ライフサイクルアセスメント (Life Cycle Assessment：LCA) ベースのCO2排出
量も、太陽光の1/3、風力の1/2となっており、再生可能エネルギーの中でも環境面において優位性を持つ
ものとされている。第7次エネルギー基本計画（2025年）において、水力発電は再生可能エネルギーを主
力電源としていく移行する際に必要な「調整力」「慣性力」を担う電源に位置付けられている。特に揚水発電は、
電力系統の柔軟性確保に寄与する調整電源であり、太陽光発電や風力発電の出力変動を吸収する役割を担う
ものとして期待されている。加えて運転コストが低いことなどの経済的な利点もある。水力発電は、脱炭素・
レジリエンス・地域循環型社会の構築において、技術的・社会的・経済的に多様なメリットがあり、継続的
な研究開発と導入支援が求められる。

3.	 研究開発の動向
3.1	 概要
全世界の水力発電量は、2024年の1年間で4,578TWh であり、総発電量の14.3%を占めている。2024

年に全世界の水力発電書の設備容量は、24.6 GW増加して1,443 GW となり、揚水発電所の設備容量は、8.4 
GW増加して189 GWとなっている1）。電源供給が不足している地域では、一般水力発電の開発が進められ
ているが、成熟した電力市場においては、揚水発電に重点が置かれている。揚水発電所の設備容量の189 
GWのうち、1位は中国の58.69GW、2位は日本の27.47 GWとなっている1）。このような市場動向のもと、
自由化された電力市場における機器の機能・性能を重視した研究開発が行われている。電力市場の形態・制
度は国によって様々であるが、日本の卸電力市場では、再生可能エネルギーの発電量増加により、卸電力価
格が下限に張り付く時間が増える傾向にある。そのため、ベースロード電源として定常運転されてきた水力発
電機器を卸電力価格のトレンドに応じて発停・調整するといった運転方法に転換することが求められている。
また、需給調整市場で優位になるように、水力発電の出力変化幅ΔkWを大きくする柔軟性や、過酷な条件
で長時間運転を可能とする耐久性などが求められている。
このような需給調整市場の要望に応えるために、以下のような新たなテーマについて研究が進められてい

る2）。 
•	起動時の過酷な運転によって水車に蓄積する損傷・疲労の原因究明や改善手法の研究
•	水車の信頼性を確認するため実機の実働応力の測定の他、Telemetry（遠隔測定法）を応用した研究
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•	水車の低負荷運転時のキャビテーション発生リスクを抑えるために給気を利用した運転方法の研究
•	Unsteady レイノルズ平均モデル（Reynolds-Averaged Navier-Stokes：RANS）やラージエディシミュ
レーション（Large Eddy Simulation：LES）を用いた数値計算によって、起動時、部分負荷・過負
荷運転等、過酷な条件下における水車の状態を理解する研究

•	上記の数値計算に加え、非定常模型試験装置により流体構造連成問題を実験的に検証する研究
•	海外のFast Frequency Response (FFR)1やVirtual Inertia (VI ) 2のような需給調整市場を想定した
変換器を含む水力発電機器の応答特性の研究

•	遅いサージング領域の周波数が電力系統に及ぼす影響の研究
また、受給調整市場の要望とは直接関連を持たないが、以下のような伝統的テーマについても継続的に研

究が進められている。
•	水車の形状最適化のための数値シミュレーションを行う際に、分散処理を用いることで数値流体力学
（Computational Fluid Dynamics：CFD）の計算負荷を低減し、計算速度を速める研究
•	河川水に含まれる土砂による水車の摩耗を低減するための材料開発を実験的に行う研究
日本政府は2030年度に向けて、水力発電量を2010〜2019年の平均値81.9 TWhから、98.4 TWh（+16.5 

TWh）へ増加させることを目標としており、既存設備の高効率化が求められる。大規模水力発電については、
新規開発が立地・環境面から困難であるため、既存のダムや導水施設における未利用エネルギーの活用、AI
やIoT等のデジタル技術による運用最適化が推進されている。
一方、中小水力発電（出力30MW未満）は、地域分散型エネルギー源として期待されているが、全国に

は約2,700か所の未開発地点が存在し、今後の開発により地域創生と脱炭素への貢献が期待される。
中小水力発電は、①ライフサイクル全体での低CO2排出（太陽光の1/3、風力の1/2）、②高いエネルギー

自給率への貢献、③長寿命・高稼働率、④高い負荷追従性、⑤地域雇用・防災支援といった多面的な価値
を有する。このような特徴を活かすため、固定価格買取制度（FIT/FIP）や補助金などの政策支援と連携し
た研究開発や導入に向けた技術基盤の整備が進んでいる。

3.2	 トピックス
•	既存設備の活用
日本政府主催の「既存ダムの洪水調節機能強化に向けた検討会議（2019年）」では、「既存ダムの洪水調

節機能の強化に向けた基本方針」3） が取りまとめられ、発電用ダムを含む利水ダムの緊急時の治水活用の方
針が示された。ダムの防災操作を適切に実施するため、AIを活用した降雨と流入量予測に関する研究が進め
られている。また、多目的ダムの洪水調整容量を活かした発電量の増大など既存ダムの有効活用に関する研
究も進められている。このような動向を踏まえ、ダムを活用した「治水機能の確保・向上」「カーボンニュート
ラル」「地域振興」の3つの政策目標を実現しようとしている。

•	土砂対策
土砂対策として、ダムに堆積した土砂を除去する技術と機器の摩耗を防止する技術の観点で開発が進めら

れている。前者の例として、近年ヨーロッパで研究や実証が始まった発電用の水車を介して土砂を排出する
排砂発電がある。土砂水の流入による水車各部の摩耗度合いの調査、摩耗軽減のための水車設計改良など
が課題となる。後者の例として、インド工科大学で模擬試験設備を活用した研究が盛んに行われている。水
車性能試験用と土砂摩耗評価を行う機械的要素試験用の2種類の模型試験設備を保有しており、それらを活

1	 電力供給と需要のバランスを急速に保つための電力系統の制御方法

2	 再生可能エネルギーなどの可変なエネルギー源を持つインバーターが、実際の慣性を持つかのように振る舞う制御アルゴリズム 
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用した研究開発が進められている。

•	水車模型試験設備
水力市場の活況と新たな技術課題の解決に向けて、海外の大学や企業では、水車性能試験用や特殊な試

験用の模型試験設備の新設や更新を積極的に進めている。

3.3	 課題
【調整電源としての柔軟な運転方法の課題】

•	電力調整幅を拡大し、運用の柔軟性を高めるために極低負荷（Deep part load）で安定して運転する
ことが求められている。極低負荷ではランナー出口や羽根間から発生するキャビテーションにより安定運
転が阻害されるため、これらの複雑な流れ場の把握と回避施策が課題となる。

•	揚水発電所においては揚水運転と発電運転などの運転モードの高速切替も柔軟性向上に寄与する。起動
停止回数が増加する場合、スラスト軸受は回転速度や荷重の変化が大きくなり、疲労・損傷が蓄積され
るため、運転条件を考慮した設計が求められる。

•	可変速機器の高機能化として疑似慣性機能やブラックスタート機能が期待される。

【IoT、AIを活用する際の課題】
•	運用条件が過酷になるに伴い、機器の健全性の維持の観点から機器状況や寿命を評価する技術も重要と
なる。 IoTやAIを活用した機器寿命推定、発電電力量増加、省力化を可能とする技術開発や水力発電
所のスマート化が求められる。

•	中小水力発電を含む再生可能エネルギーを大規模に導入する場合、既存グリッドへの接続制限があるた
め、地産地消の電力ネットワークを構築することが必要である。

•	ダム設備と水資源の有効活用や洪水対策のために、より高度な気象予測、流入量予測が求められる。
•	老朽既存設備の長寿命化や機能維持のため、IoT・AIを用いた異常診断システムの活用や改修工法の
発展が不可欠である。

【産業構造としての課題】
•	産業構造の課題として、大型で一品物の鋳造産業と大型の3次元機械加工事業者が国内では存続しにく
い環境にあり、新しい事業の形態を模索する必要がある。

3.4	 各国・地域の取り組み
【日本】

日本政府は2022年12月に「GX実現に向けた基本方針」を示しており、官民連携の新たな枠組みによる
水力発電量の増加と地域振興を図るための制度設計を推進している。
[基礎研究]

•	大学・学協会主体で水車内部の流動解析とキャビテーション予測の研究がされており、CFDを用いた励
振力・壊食量の予測を目指している。

•	電力需給予測・系統統合のシミュレーションにより、再エネ大量導入下での電力システム挙動の解析が
行われている。

[応用研究・開発]
•	地方発の実証プロジェクトが拡大しており、政府補助や自治体との連携による導入促進が見られる。長
野県飯田市・遠山川水力発電所（出力11,400 kW、水路式、年間約61 GWh）では、設備更新とシミュ
レーション技術によって性能向上が実証されている。

研究開発の俯瞰報告書　　環境・エネルギー分野〜領域別動向編〜（2026年）｜ 電源

JST研究開発戦略センター（CRDS） 3/8水力発電



•	可変速ポンプ水車の開発（揚水発電対応）、新型水車（クロスフロー、水中設置型など）の導入や老朽
設備の更新と運転最適化が進められている。

［評価*　基礎研究：現状△/トレンド→、応用研究・開発：現状△/トレンド↗］

【米国】
[基礎研究]

•	米国エネルギー省（DOE）の水力技術オフィス(WTPO)が工学的観点、環境・水文学的観点、データ
利用・アナリティクス・労働力開発の観点から、多くの研究プロジェクトをけん引している4）。

•	DOE HydroWIRES Initiative5）　(2019年4月〜2024年)では給気によりフランシス水車を0 MW（無
出力状態）まで運転可能な技術が開発され、蓄エネルギー装置との組合せにより、系統周波数応答特性
が改善されることが報告されている。

[応用研究・開発]
•	複合材料を用いた軸流水車ランナブレードや低温溶射による壊食部の補修技術が開発されている。壊食
部の補修は、伝統的な溶接肉盛による手法についても並行して開発が進められている6）。

•	大型ランナーの製造手法として、ロボット技術を多用した溶接技術が開発されている7）。
•	自然環境保護を目的とした魚類にやさしいFish-friendly turbineなど、魚類に対する水車の影響に注目
した研究開発がアメリカを中心に進められている。

［評価*　基礎研究：現状◎/トレンド→、応用研究・開発：現状○/トレンド→］

【欧州】
EUが資金を提供する研究開発プログラムは、様々な発電事業者・大学・メーカーにより、国境を跨いで

進められている。主なプログラムは以下の通り。
•	ReHydro8）（2024年5月〜2028年4月）：ヨーロッパの水力発電所を修復・近代化することを目的とし
たプロジェクト。エネルギーシステムの持続可能性を高め、気候変動に対応する方法とツールを実証する。
7か国・22機関で構成される。水力発電所の修復と近代化、生物多様性の保護、デジタル化ツールの
導入、バッテリーとのハイブリッド化を目標としている。

•	SHERPA9） （2024年9月〜2028年2月）：既存の水力発電所の改修に関する新技術の開発・検証を行
うプロジェクト。具体的には水力発電所の運用範囲、性能、寿命、経済性、環境への影響を改善するこ
とを目標としている。

•	XFLEX HYDRO10） （2019年9月〜2023年8月）：スイス連邦工科大学ローザンヌ校（EPFL）が主導
したエネルギーシステムの柔軟性を向上させるためのプロジェクト。エネルギーの需要と供給のバランス
を取るための技術や戦略を開発した。スマートコントロール、革新的な可変速および定速揚水発電シス
テム、バッテリーと水車のハイブリッドなどの新しい水力発電技術を実証した。

•	 iAMP-Hydro11）（2023年〜2026年）：革新的なインテリジェント資産管理プラットフォーム（a novel 
intelligent Asset Management Platform:iAMP）により、既存の水力発電所のデジタル運用改善（状
態監視と予測メンテナンス・ツール、生態学的な水状態の監視、天候と流量の予測など）を目指す。7
か国・10機関で構成される。スペイン（3箇所）ギリシャ（2箇所）の水力発電所をユースケースに検
証を行っている。

•	D-HYDROFLEX12）（2023年〜2026年）：水力発電の柔軟性と持続可能性を高めるデジタル技術を開
発するプロジェクト。デジタルツインの構築、運転管理改善、生態系監視ツールの構築等を目指す。7か
国・17機関で構成される。ポーランド、ルーマニア、スペイン、フランス、ギリシャの水力発電所をユー
スケースに検証を行っている。

•	Di-Hydro13）（2023年〜2026年）：水力発電の柔軟性と持続可能性を高めるデジタル技術を開発する
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プロジェクト。デジタルツインの構築、予兆診断・保守点検の改善、生態系監視ツールの構築等を目指す。
7か国・ 13機関で構成される。ギリシャ、イタリア、セルビアの水力発電所をユースケースに検証を行っ
ている。

[基礎研究]
【EU】
•	状態監視や最適化運用のためのデータ駆動、人工知能、デジタルツイン関連技術との融合が進んでいる。

【ドイツ】
•	水力発電設備容量14.561 GW（うち揚水発電設備容量は9.449 GW）1）で、自国の3%の発電量22 
TWhを供給している。発電事業者は民間の会社であり、研究開発の主導はEUに依存している。

•	シュツットガルト大学のInstitute of Fluid Mechanics and Hydraulic Machinery (IHS)がハブとな
り水力の研究開発を進めている。

【フランス】
•	水力発電設備容量25.45 GW（うち揚水発電容量は5.065 GW）1）で、自国の10% の発電量75 TWhを
供給している。フランスの電力会社EDFが中心になって、EUが資金を提供する研究開発プログラ
ム8）〜13）の実証試験に協力している。

•	フランス語圏にあるスイス連邦工科大学ローザンヌ校のTechnology Platform for Hydraulic 
Machines（PTMH）と連携して水力の研究開発を進めている。

【英国】
•	総合的水力発電メーカーが英国内に存在しないので特記事項なし。

[応用研究・開発]
【EU】
•	XFLEX HYDROでは単一の発電所における水力発電の柔軟性向上技術の実証が主体となっている。

【ドイツ】
•	IHSには水力実験所が有り、模型試験・現地試験やCFD・システム解析などのサービスを提供している。

【フランス】
•	PTMHの水力実験所で商用水車模型試験や様々のコンサルタント・サービスを提供している。

【英国】
•	独自の電力系統NESOにて2025年10月1日から安価な系統慣性の市場の運用を開始予定となってい
る14）。

【スイス】
•	ReHydroでは、複数の発電所からなる水系全体のスマートコントロール、デジタルツインやPrediction-
Based-Maintenanceなどの技術実証の他、既設設備の更新に合わせた高性能化などが行われている。

•	スイス連邦工科大学ローザンヌ校のTechnology Platform for Hydraulic Machines（PTMH）が周
辺の大学のハブとなって水力の研究開発を進めている。

【ノルウェー】
•	水力発電の設備容量は約33 GW、水力発電が国内電力の約88%を占め、ヨーロッパで最も高い割合で
ある。2023年の発電量は約136 TWhであった1）。

•	ノルウェー科学技術大学（NTNU）およびノルウェー産業科学技術研究所（SINTEF）は水力タービン
試験設備を有しており、タービンの高効率化や小水力発電の普及の研究を実施している。

【スウェーデン】
•	水力発電設備容量約16.3 GW、水力発電が国内電力の約40%を占め、2023年の発電量は約66 TWh
であった1）。
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•	ルレオ工科大学は、EU資金による既存発電所での電力貯蔵能力向上を目指した「Store2Hydro」およ
び水力タービンの効率と柔軟性の向上、魚類保護のための新技術開発「RevHydro」プロジェクトを主
導している。

［評価*　基礎研究：現状〇/トレンド→、応用研究・開発：現状◎/トレンド↗］

【中国】
［基礎研究］

•	潤沢な資金を元に研究開発は大きく進展している。清華大学を中心として、水力発電機器の柔軟性向上
や負荷遮断などの過渡現象に関する研究が進められている。

［応用研究・開発］
•	水力発電設備容量は、2020年時点の370 GWから2023年末時点では436 GWまで大きく増加しており、
揚水発電の設備容量は58 GWと世界第1位となっている。第14次5ヵ年計画の最終年である2025年
末までに66 GWまで伸張する見込みである。

•	国家のエネルギー政策の中核プロジェクトである「西電東送（西から東への送電）」戦略を推進し、年
間総発電量の10%に相当する5,000億kWh以上の送電量を目標としている。

•	大規模水力/揚水発電技術の開発や発電所のインテリジェント化にも注力している。世界最大発電容量
を誇る白鶴灘水力発電所から江蘇までの2,080kmにわたって、ハイブリッド型直流送電（年間容量300
億kWh以上）を行うプロジェクトが2022年に開始した。

［評価*　基礎研究：現状〇/トレンド↗、応用研究・開発：現状〇/トレンド↗］

【韓国】
既に多くの適地が開発されており、新規の大規模水力発電所の建設は難しい状況である。揚水発電は再生

可能エネルギーの変動性を補完する調整力として重要視されており、約4,700 MWの設備容量を有している。
第11次電力需給基本計画において再生可能エネルギーの導入拡大に伴う電力供給の安定化を図るため、
2038年までに約5.7 GW（9カ所）の新規揚水発電所の建設を計画している。
[基礎研究]

•	韓国電力公社（KEPCO）と韓国電力研究院（KEPRI）は、数値流体解析を用いた水車の性能向上に
関する研究を進めている。

•	韓国エネルギー技術研究院（KIER）は、揚水発電の運転最適化に関するアルゴリズムの開発を行って
いる。

•	基礎研究は、主に公的研究機関によって進められており、数値解析や最適化手法の開発が中心となって
いる。

[応用研究・開発]
•	韓国水力原子力（KHNP）は、既存の揚水発電所における可変速ポンプ水車の導入を検討しており、
運転の柔軟性と効率性の向上を目指している。

•	KEPCOは、再生可能エネルギーの大量導入に対応するため、揚水発電所のリアルタイム制御システム
の開発を進めている。

•	「第10次電力需給基本計画」では、揚水発電の設備容量を2030年までに約6,000 MWに拡大する目
標が掲げられている。

•	韓国電力取引所（KPX）は、揚水発電を含む調整力資源の市場取引制度の整備を進めており、柔軟性
資源の活用を促進している。

［評価*　基礎研究：△/トレンド→、応用研究・開発：△/トレンド↗］
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【カナダ】
[応用研究・開発]

•	電力需要の60%を水力で賄っているが、発電所が遠隔地にあり、また冬季は積雪により到達できなくた
め、発電所の運用を合理化する研究開発が進められている。

•	ガウス過程回帰(Gaussian Process Regression)を用いた発電所の異常診断技術が研究15）を行ってい
る。水力の特性を考慮しリアルタイム・モデルを併用し、センサー異常は起こりうるものとして扱ってい
る点がユニークである。

［評価*　応用研究・開発：現状〇/トレンド→］

*�基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲、応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲 
現状（日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価）： 
　　◎ 特に顕著な活動・成果が見えている　〇 顕著な活動・成果が見えている、 
　　△ 顕著な活動・成果が見えていない　　× 特筆すべき活動・成果が見えていない 
トレンド（ここ1～2年の研究開発水準の変化）： ↗上昇傾向、→現状維持、↘下降傾向
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